
第３章　元請業者と下請業者の適正な契約に関する留意事項
1　トラブル回避のポイント
　元請業者と下請業者の請負契約は、建設業法等関係法令に従い、次の点に注意し、トラブル
を回避しましょう。
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■建設工事の請負契約の当事者は、契約の
締結に際して次に掲げる事項を書面に記
載し、署名又は記名押印をして相互に交
付しなければなりません。（建設業法第
19条第1項）
　①工事内容
　②請負代金の額
　③工事着手の時期及び工事完成の時期
　④前金払または出来高払の時期及び方

法
　⑤当事者の申し出があった場合におけ

る工期の変更、請負代金の額の変更
または損害の負担及びそれらの額の
算定方法に関する定め

　⑥天災その他の不可抗力による工期の
変更または損害の負担及びその額の
算定方法に関する定め

　⑦価格等の変動若しくは変更に基づく
請負代金の額または工事内容の変更

　⑧工事の施工により第三者が損害を受
けた場合における賠償金の負担に関
する定め

　⑨注文者が工事に使用する資材を提供
し、または建設機械その他の機械を
貸与するときは、その内容及び方法
に関する定め

　⑩注文者が工事の全部または一部の完
成を確認するための検査の時期及び
方法並びに引渡しの時期

　⑪工事完成後における請負代金の支払
の時期及び方法

　⑫工事目的物の瑕疵担保責任または瑕
疵担保責任に関する保証等の措置に
関する定めをするときは、その内容

　⑬各当事者の履行の遅滞その他の債務
の不履行の場合における遅延利息、
違約金その他の損害金

　⑭契約に関する紛争の解決方法

　　　契約は必要事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして、相互に交付。

産廃処理費や建退共証紙の費用負担も明記しましょう。

誠実に
履行します

請負業者注文者

請負業者注文者

署名・記名
押印OKだ
割印もOKだ

基本契約約款を
忘れずに…と
署名・押印よし
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■当事者間で基本契約書を締結した上で、
具体の取引については注文書及び請書の
交換による場合(通達）　

①基本契約書には、個別の注文書及び
請書に記載される事項を除き、前頁
①～⑭（法第19条第1項各号）に掲
げる事項を記載し、当事者の署名又
は記名押印をして相互に交付してく
ださい。　

②注文書及び請書には、前頁①～③（法
第19条第1項第1号から第3号）まで
に掲げる事項その他必要な事項を記
載してください。

③注文書及び請書には、それぞれ注文
書及び請書に記載されている事項以
外の事項については基本契約書の定
めによるべきことを明記してくださ
い。

④注文書には注文者が、請書には請負
業者がそれぞれ署名又は記名押印し
てください。

■注文書及び請書の交換のみによる場合
(通達）

①注文書及び請書のそれぞれに、同内
容の基本契約約款を添付又は印刷し
てください。

②基本契約約款には、注文書及び請書
の個別的記載事項を除き、前頁①～
⑭（法第19条第1項各号）に掲げる
事項を記載してください。

③注文書又は請書と基本契約約款が複
数枚に及ぶ場合には、割印を押して
ください。

④注文書及び請書の個別記載欄には、
前頁①～③ （法第19条第1項第1号か
ら第3号）までに掲げる事項その他
必要な事項を記載してください。

⑤注文書及び請書の個別的記載欄に
は、それぞれの個別的記載欄に記載
されている事項以外の事項について
は基本契約約款の定めによるべきこ
とを明記してください。

⑥注文書には注文者が、請書には請負
業者がそれぞれ署名又は記名押印し
てください。

　　　注文書にも請書にも、基本契約約款を添付。

産廃処理費や建退共証紙の費用負担も明記しましょう。

誠実に
履行します

請負業者注文者

請負業者注文者

署名・記名
押印OKだ
割印もOKだ

基本契約約款を
忘れずに…と
署名・押印よし



27

第３章

元請業者と下請業者の正当な契約に関する留意事項

■注文者は、請負契約の締結後、自己の取
引上の地位を不当に利用して、その注文
した建設工事に使用する資材もしくは機
械器具又はこれらの購入先を指定し、こ
れらを請負業者に購入させて、その利益
を害してはいけません。（法第19条の４）

■注文者は、自己の取引上の地位を不当に
利用して、原価に満たない金額を請負代
金の額とする請負契約を締結してはいけ
ません。（法第19条の３）

■元請業者は、その請け負った建設工事を
施工するために必要な工程の細目、作業
方法その他元請業者において定めるべき
事項を定めようとするときは、あらかじ
め、下請業者の意見を聞かなければなり
ません。（法第24条の２）

　　　注文者が資材や機械器具、またその購入先を強制的に指定することは禁止。

　　　請負業者の保護と建設工事の的確な施工のため、不当に低い請負代金での契約は禁止。

　　　元請業者は、工程や作業方法等を定めるときは、あらかじめ下請業者の意見を聞くこと。

これじゃ
必要な原価に
達しません

この額で請負わないなら
次から注文しないよ

請負業者
注文者

資材は●●●●から
購入するように

あそこのは
高くて品質も良くない

ですよ…

すべてこちらの
決めたとおりに
やってもらわない

と困る

請負業者

下請業者

注文者

下請業者

元請業者

元請業者

注文者
(施主)

下請さんへの
支払いは、
２ヶ月後だよ

工事完成
代金です

工事が完成して　　　　
支払期日が来て　　
いるのに２ヶ月後に
支払うなんて

　　　ムチャですよ

ですが、
そのやり方には
無理があります

これじゃ
必要な原価に
達しません

この額で請負わないなら
次から注文しないよ

請負業者
注文者

資材は●●●●から
購入するように

あそこのは
高くて品質も良くない

ですよ…

すべてこちらの
決めたとおりに
やってもらわない

と困る

請負業者

下請業者

注文者

下請業者

元請業者

元請業者

注文者
(施主)

下請さんへの
支払いは、
２ヶ月後だよ

工事完成
代金です

工事が完成して　　　　
支払期日が来て　　
いるのに２ヶ月後に
支払うなんて

　　　ムチャですよ

ですが、
そのやり方には
無理があります

これじゃ
必要な原価に
達しません

この額で請負わないなら
次から注文しないよ

請負業者
注文者

資材は●●●●から
購入するように

あそこのは
高くて品質も良くない

ですよ…

すべてこちらの
決めたとおりに
やってもらわない

と困る

請負業者

下請業者

注文者

下請業者

元請業者

元請業者

注文者
(施主)

下請さんへの
支払いは、
２ヶ月後だよ

工事完成
代金です

工事が完成して　　　　
支払期日が来て　　
いるのに２ヶ月後に
支払うなんて

　　　ムチャですよ

ですが、
そのやり方には
無理があります
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■下請契約における元請業者は、出来
形払又は完成払を受けたときは、支
払の対象となった工事を施工した下
請契約における下請業者に、当該支
払を受けた日から１ヵ月以内で、か
つ、できる限り短い期間内に下請代
金を支払わなければなりません。（法
第24条の３第１項）

■元請業者は、下請業者からその請け
負った建設工事が完成した旨の通知
を受けたときは、当該通知を受けた
日から20日以内で、かつ、できる
限り短い期間内に、その完成を確認
するための検査を完了しなければな
りません。（法第24条の４第１項）

■元請業者は、前項の検査によって建
設工事の完成を確認した後、下請業
者が申し出たときは、直ちに、当該
建設工事の目的物の引渡しを受けな
ければなりません。ただし、下請契
約において定められた工事完成の時
期から20日を経過した日以前の一
定の日に引渡しを受ける旨の特約が

されている場合には、この限りでは
ありません。（法第24条の４第２項）

　　　元請業者は、注文者からの支払後１ヶ月以内に下請業者に下請代金を全額支払うこと。

　　　元請業者は、建設工事の完成通知を受けて 20 日以内に検査を完了し、下請業者から申

　　　し出があれば、直ちに引渡しを受けること。ただし、特約がある場合は 20 日以内で。

これじゃ
必要な原価に
達しません

この額で請負わないなら
次から注文しないよ

請負業者
注文者

資材は●●●●から
購入するように

あそこのは
高くて品質も良くない

ですよ…

すべてこちらの
決めたとおりに
やってもらわない

と困る

請負業者

下請業者

注文者

下請業者

元請業者

元請業者

注文者
(施主)

下請さんへの
支払いは、
２ヶ月後だよ

工事完成
代金です

工事が完成して　　　　
支払期日が来て　　
いるのに２ヶ月後に
支払うなんて

　　　ムチャですよ

ですが、
そのやり方には
無理があります

今月の支払い締切は
終わったんで、来月まで

待ってくれ。
それと、引渡しを
受けるまで、完成物の
現場管理は頼むよ。

完成の通知はとっくに
出してあるんですから、
20 日以内に検査して
もらわないと…

下請業者

下請業者

元請業者

特定許可の
元請業者

引き渡しは
終わっているんだから
50 日以内に全額
支払って下さいよ。

留保分は
３ヶ月後に
支払うから…
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■特定建設業者である注文者は、受注者（特
定建設業者及び資本金額が4,000万円以
上の法人は除く。）に対し、引渡しの申
出の日から50日以内で、かつ、できる
限り短い期間内に下請代金を支払わなけ
ればなりません。（法第24条の５第１項）

■特定建設業者である注文者は、受注者（特
定建設業者及び資本金額4,000万円以上
の法人は除く。）に対し、下請代金の支
払につき、その支払期日までに一般の金
融機関の割引きを受けることが困難な手
形を交付してはなりません。（法第24条
の５第３項）

■下請契約における代金の支払は、請求書
提出締切日から支払日（手形の場合は手
形振出日）までの期間をできる限り短く
しなければなりません。（通達）

■下請契約における代金の支払は、できる
限り現金払とし、現金払と手形払を併用
する場合であっても、支払代金に占める
現金の比率を高めるとともに、少なくと
も労務費相当分については、現金払とし
なければなりません。（通達）

■下請代金の支払に係る手形の手形期間
は、120日以内で、できる限り短い期間
としなければなりません。（通達）

　　　特定建設業者は、下請業者からの引渡申出日から 50 日以内に下請業者に下請

　　　代金を全額支払うこと。

今月の支払い締切は
終わったんで、来月まで

待ってくれ。
それと、引渡しを
受けるまで、完成物の
現場管理は頼むよ。

完成の通知はとっくに
出してあるんですから、
20 日以内に検査して
もらわないと…

下請業者

下請業者

元請業者

特定許可の
元請業者

引き渡しは
終わっているんだから
50 日以内に全額
支払って下さいよ。

留保分は
３ヶ月後に
支払うから…



2　当事者間で解決ができなくなった場合

　当事者双方での話し合いによる解決が原則ですが、それで解決できない場合は、裁判の民事
調停及び民事訴訟等を検討することになります。
　なお、建設業法の規定により、建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るため、国土交
通省及び各都道府県に「建設工事紛争審査会」が設置されています。

◎　審査会の目的
　　発注者（元請業者）が請負代金を支払ってくれないなど、建設工事の請負契約に関する紛争に

ついて、迅速かつ簡便な解決を図ることを目的として、建設業法に基づき設置された公的機関です。

◎　紛争解決の方法
　　審査会の委員が、当事者双方の主張を聴き、原則として当事者双方から提出された証拠を基に

紛争の解決を図ります。

◎　審査会の委員
　　建設工事に関する技術や法律・商習慣等の専門家として、弁護士、一級建築士などが委員となっ

ており、公正・中立な立場に立って紛争の解決にあたります。

◎　手続の種類
　　「あっせん」「調停」及び「仲裁」の３種類があり、いずれの手続も原則非公開で行われます。

あっせん 調　　停 仲　　裁

趣　　旨 当事者の歩み寄りによる解決を目指す。 裁判所に代わって判断を下す。

担当委員 原則 1 名 3 名 3 名

審理回数 1 ～ 2 回程度 3 ～ 5 回程度 必要な回数

解決した
場　合　の
効　　力

民法上の和解としての効力
（別途公正証書を作成したり確定判決を得たりしないと強

制執行ができない。）

裁判所の確定判決と同じよ
うな効力（執行決定を得て
強制執行ができる。）

特　　色
調停の手続を簡略にしたも
ので、技術的・法律的な争
点が少ない場合に適する。

技術的・法律的な争点が多
い場合に適する。場合によっ
ては、調停案を示すことも
ある。

裁判に代わる手続で、一審
制。仲裁判断の内容につい
ては裁判所でも争えない。

そ　の　他 － 仲裁合意が必要

◎　問い合わせ先
　　石川県土木部監理課建設業振興グループ　　電話：076-225-1712　FAX：076-225-1714
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